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自己紹介

櫻井 健一郎（さくらい けんいちろう）

技術本部 環境・技術企画部 環境・技術企画課 課長

  平成10年 日本道路公団採用
  高速道路（東京外環、新東名、名二環）の建設事業
  高速道路（東名、中央道）の維持管理［事業計画、事業費管理］
 2023年～ 現職

（環境、技術基準、技術者育成、i-Constructionなどを担当）



NEXCO中日本 会社概要
高速道路事業

建設事業

高速道路を創る

保全・サービス事業

高速道路の安全を守る

関連事業

新規事業

新たな事業領域に挑戦する

サービスエリア事業

高速道路で癒しをお届けする

営業延長 2,201㎞
利用台数 7億4,900万台/年
料金収入 6,871億円

建設延長 72㎞
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１ ▎高速道路を取り巻く動向
２ ▎脱炭素化に関する取組み
３ ▎サーキュラーエコノミーに関する取組み
４ ▎ネイチャーポジティブに関する取組み

説明内容
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１ ▎高速道路を取り巻く動向
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温室効果ガス削減に関する動向

京都議定書
採択：1997.12
発効：2005.2

京都で実施された国連気候変動枠組締結国会議
（COP3）「京都議定書」 が1997.12に採択

1990年比で
2008～2012年に

6％削減

パリ協定
採択：2015.12
発効：2016.11

パリで実施された国連気候変動枠組締結国会議
(COP21)
「パリ協定」 が2015.12に採択 ⇒2016.11発効

2013年比で
2030年までに

26％削減

地球温暖化
対策計画
（改定）

2021.10.22
閣議決定

「2050年カーボンニュートラル」宣言
2030年度46％削減目標等の実現に向け、計画を改
定

2013年比で
2030年までに

46％削減を目指す
さらに50％の高みに挑戦

地球温暖化
対策計画
（改定）

2025.2.18
閣議決定

2035、2040年度にそれぞれ60%、73%の削減目標
を設定し、中長期的な予見可能性を高め、脱炭素と経
済成長の同時実現に向け、GX投資を加速

2013年比で
2035、2040年において

60%、73%削減を目指す
政府実行計画では、

65%、79%の削減を目標



道路分野の温室効果ガス排出量
○ 我が国の温室効果ガス排出・吸収量は、2023年度で27.1%減少（2013年度比）。2050年ネットゼロに向
けた順調な減少傾向を継続

○ 道路分野は、道路整備、道路利用、道路管理を合わせて、全体のCO2排出量の約18%。特に、自動車からの
排出が含まれる道路利用が9割以上

出典：道路分野の脱炭素化政策集Ver.2.0［国土交通省］ 

■ 我が国のCO2排出量と道路分野の関係■ 我が国の温室効果ガス排出・吸収量
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温室効果ガスサプライチェーン排出量（NEXCO中日本）

○ 当社グループの事業活動に関する温室効果ガス排出量（サプライチェーン排出量）を算出。道路整備、道路管理
分野（Scope3）からの排出が大半

■ サプライチェーン排出量

［サプライチェーン排出量の範囲］

当社グループの事業活動による排出

Scope1
燃料の使用
＜直接排出＞

Scope2
電気の使用
＜間接排出＞

当社グループの事業活動※1に
関連する他者の排出【上流】

当社グループの事業活動に
関連する他者の排出【下流】

Scope3【上流】
高速道路の建設・管理のた
めに調達する工事、資材等

Scope3【下流】
高速道路を走行する自動
車からの排出等

※1：NEXCO中日本グループにおける高速道路事業、休憩所事業、その他（関連）事業

道路整備分野 道路管理分野 道路利用分野
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環境に関する道路分野の動向
○ 令和7年度に道路法改正され、国土交通省が「道路脱炭素化基本方針」策定し、各道路管理者は「道路脱炭

素化推進計画」を策定

出典：国土交通省報道発表資料（2025.10.1）
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道路脱炭素化基本方針

出典：国土交通省報道発表資料（2025.10.1）
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道路脱炭素化基本方針

出典：国土交通省報道発表資料（2025.10.1）



11

道路脱炭素化基本方針

出典：国土交通省報道発表資料（2025.10.1）
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道路分野の脱炭素化目標

出典：道路分野の脱炭素化政策集Ver.2.0［国土交通省］ 
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道路分野の脱炭素化目標

出典：道路分野の脱炭素化政策集Ver.2.0［国土交通省］ 
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２ ▎脱炭素化に関する取組み
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○ 道路照明灯具をLEDに交換することで消費電力を削減［Scope2：道路管理分野］

LED照明への交換

交換後交換前
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太陽光発電設備の導入

○ 半地下構造部の道路空間に設置した太陽光発電設備。照明等の電力として活用［Scope2：道
路管理分野］
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新築建物のZEB化

ZEB ready認証を受けた保全・サービスセンター社屋

○ 新築建築物のZEB(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)化を実施し、消費エネルギーを削減［Scope1,2：
道路管理分野］
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水素ステーション、EV急速充電器の整備

○ FCV(燃料電池自動車) 、EV(電気自動車)の普及にあわせて、高速道路のSA・PAに水素ステー
ションやEV急速充電器を整備［Scope3：道路利用分野］

○ EV急速充電器は全国で約1,000口整備

水素ステーション［足柄SA（下）］ EV急速充電器
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渋滞の低減対策

対策後

東名高速道路 横浜町田IC～海老名JCT間での付加車線設置による対策

対策前

○交通集中により渋滞が発生している箇所において渋滞対策を行い、通行する車両の燃費向上、
CO2排出量の削減に貢献［Scope3：道路利用分野］
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低炭素材料の導入 Sco

環境配慮型コンクリートによる橋梁壁高欄の施工事例

○ セメントの大半を製鉄や火力発電の過程でできる副産物などに置換した環境配慮型コンクリート
（低炭素型）を導入［Scope3：道路整備分野］

○ 求める性能や適用範囲などについてとりまとめ、2023年11月に「環境配慮型コンクリート設計・施工
管理要領（低炭素型コンクリート編）」を制定
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温室効果ガス排出削減計画［事務（オフィス）分野］

 中日本高速道路会社(単体)が行う”事務及び事業”のうち、 “事務（オフィス）” 
 2013年度を基準として、2030年度までに50％以上削減
太陽光発電の導入 設置可能な社屋用建築物（敷地を含む）の約50％以上 ※賃貸社屋を除く
新築建築物のZEB化 社屋の新築建築物の平均でZEB Ready 相当
電動車の導入 社用車は全て電動車に（代替不可車両除く）
再生可能エネルギー電力の調達 社屋用として調達する電力の60％以上を再生可能エネルギー電力とする
LED照明の導入 社屋におけるLED照明の導入割合を100％ ※賃貸社屋を除く

○ オフィス活動に関して2030年度までに温室効果ガスの排出を50%以上削減する計画を2023年度
に策定

○ 道路法の改正を受け、事業分野、グループ会社まで含めた「脱炭素化推進計画」を策定中
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CO2吸収の取組み

出典：脱炭素ポータルHP

○ 2050年のカーボンニュートラル達成のためには、温室効果ガス排出量の削減に加えて吸収も必要
○ 高速道路では建設時にのり面等へ緑地を整備
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○ 高速道路の緑地は日本で初めて開通した名神高速道路から整備（昭和38年）
○ 周辺環境との調和を図る緑化、既存林の保全など景観への配慮を目的として、中央分離帯やのり
面などに樹木を植栽して緑地を整備

○ 平成初期の段階から地球温暖化防止（炭素固定）の機能を求めて整備

高速道路における緑地整備

出典：名神高速道路建設誌
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盛土のり面の樹林化

施工後23年経過施工直後

○ これまでに約1,800haの盛土のり面を樹林化しており、約18,600t-CO2を炭素化合物として留め
おくことで、大気中のCO2削減に貢献

⇒現状、CO2吸収の取り組みは「樹林による吸収」しかない
「樹林」以外のCO2吸収の選択肢を求める必要
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カーボンリサイクルに関する研究

○ 茨城大学カーボンリサイクルエネルギー研究センターと共同して、空気中から直接CO2を回収する技術を活用し、高
速道路上でCO2回収システムの構築及び実証実験を実施

○ 設置した乾いたフィルターがCO2を吸着し、これに水を与えて湿らせてCO2を脱離し、その後水とCO2を分離して
CO2を回収する技術（湿度スイング法）。トンネル内で実証実験を開始

■ CO2回収技術



26

３ ▎サーキュラーエコノミーに関する取組み
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サーキュラーエコノミーに関する取組み

○ 高速道路の事業活動が環境に与える影響を可能な限り少なくするため、資源の再利用（リユース）の取組みを
実施

○ 高速道路の建設や保全の工事では、土砂、アスファルト、コンクリートなどの建設副産物が発生しているが、可能な
限り再生資源としてリサイクル

■ 工事におけるリサイクル
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［緑のリサイクル］
○ 樹木剪定や草刈作業で発生した植物発生材は、マルチング材（植物を植えた地表面を覆うためにチップ化したも
の）にリサイクルし、のり面等の防草対策に活用。2024年度の植物発生材のリサイクル率は98%

［ごみのリサイクル］
○ 路面清掃により発生したゴミや土砂を分別し、ビン・カン・ペットボトルなど再資源化可能なものはリサイクル。サービス
エリアでは分別回収できるゴミ箱を設置し、2024年度のビン・カン・ペットボトルのリサイクル率は74%

■ 路面清掃に伴う発生材のリサイクル量（2024） ■ 緑のリサイクル量（2024）

サーキュラーエコノミーに関する取組み
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４ ▎ネイチャーポジティブに関する取組み
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ネイチャーポジティブに関する取組み

○ 日本道路公団設立当初から景観に配慮した取組みを進めるともに、環境影響評価など社会情勢にあわせて自然
環境に配慮した取組みを実施（エコロード）

○ 地域の生物多様性の保全と健全な生態系の維持に配慮することにより、自然の恵み（生態系サービス）を持続
的に享受できるように道路を整備

■ 舞鶴若狭道での取組み
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ご清聴ありがとうございました。
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